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EFFECTS OF MUNICIPALITY MERGERS ON THE 
FINANCIAL EFFICIENCY 
 






In this study the influence of "the great Heisei merger" of the 
municipalities in Japan on their budget efficiency is analyzed. 
Budget expenses are compared between merged municipalities 
and non-merged ones that belong to the same group 
characterized by population size and industrial structure. It is 
found that the merged municipality depraved their budget 
efficiency relatively to non-merged ones. The special merger 
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第 1 章 はじめに 
 






地方交付税の合併算定替がこれまでの 5 年から 10 年へと大幅に延長された。さらに、市町
村合併に伴い特に必要となる事業について、地方財政法に規定された経費に該当しないも
のでも充てることができる合併特例事業債が創設された。そして、2000 年には町村合併の
市制要件の緩和（4 万人から 3 万人）がなされた。これらが市町村合併促進の起点となった。   

























































































 類似団体は、町村のケースでは人口 5,000 人未満で、第 2 次・第 3 次産業の構成比が 80％
未満という町村類型Ⅰ－0 から、人口 20,000 人以上、第 2 次・3 次構成比が 80％以上かつ
3 次産業構成比が 55％以上という町村類型Ⅴ－2 まで分類される。市のケースでは人口
50,000 人未満で、第 2 次・第 3 次産業の構成比が 95％未満かつ 3 次産業構成比が 55％未
満の市類型Ⅰ－0 から、人 150,000 人以上、第 2 次・3 次構成比が 95％以上かつ 3 次産業
構成比が 65％以上という市類型Ⅳ－3 まで分類される。 
 この類似団体を用いた比較分析を行っている先行研究としては、総務省の「市町村合併
による効果について」（市町村の合併に関する研究会 平成 17 年度報告書）という報告書



















分析に用いるデータの基準年は 1998 年度とした。これは、平成の大合併の第 1 号事例で
ある兵庫県篠山市の合併よりも以前のデータを利用するためである。表 1、表 2 には、1998
年度時点の類似団体の分類と当時属していた市町村数を示している。 




表 1 市の分類と当該市町村数 
 
 









150,000～200,000 人、産業構造は２次、３次産業の構成比が 95％未満かつ 3 次産業構成比
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        =ẼSasayama + ẼNishiki + ẼTannan + ẼKonda             
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 図 2、図 3、図 4 は(5)式から求めた市町村の決算額と類似団体から作成した合成値の比率
のヒストグラムである。 
図 2 は平成の大合併開始からまもなくである 2001 年度の比率を示している。合併市町村
数は少ないが、比率が 1 よりも大きい団体が多い。このことから初期に合併した市町村ほ
ど歳出が高くなっていることがうかがえる。図 3 は、平成の大合併が終わったばかりの 2006
年度の結果を示している。合併団体は非合併団体よりも歳出が膨らんでいる自治体の割合
が多いことがわかる。 





図 4 は合併特例法の期限が切れ、平成の大合併に一区切りがついたとされる 2012 年度の




 図 5 は、市町村の決済額と類似団体から作成した合成値の比率の平均の推移を示したグ


































































をとるダミー変数𝛽1、𝛽2は 1 次元の係数ベクトル、𝑢𝑖は誤差項である。 
また、合併有無の違いによる財政指標の変化率は次のように推計される。 
 
合併市町村  : Xi𝛽1 + 𝛽2 + 𝑢𝑖            (5) 
 









 分析では、2009 年 3 月 31 日時点での合併状況を基準にした。ここでの自治体には、市





































係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 0.985249603 1253.941762 0.982216687 0.98528252 0.981733856 0.98576535
人口 1.47366E-08 3.776130301 7.08012E-09 2.23931E-08 4.66851E-09 2.48047E-08













係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.232879906 84.34092893 1.201932392 1.263827419 1.192184685 1.273575127
人口 -8.61057E-07 -10.92884588 -1.01563E-06 -7.06483E-07 -1.06432E-06 -6.57796E-07












係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.028732807 157.4819231 1.066735198 1.066735198 1.066735198 1.066735198
人口 -4.72084E-07 -13.95349698 -5.38461E-07 -4.05708E-07 -5.59368E-07 -3.84801E-07














係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.018373721 145.616559 1.036209573 1.064512849 1.031752154 1.068970268
人口 -5.51854E-07 -15.31741697 -6.22537E-07 -4.8117E-07 -6.44801E-07 -4.58907E-07














係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.002471152 155.7543181 0.989446057 1.015496246 0.985343472 1.019598832
人口 -5.01155E-07 -15.11329326 -5.66211E-07 -4.36098E-07 -5.86702E-07 -4.15607E-07























係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.05961922 108.3946758 1.039401842 1.079836198 1.033033927 1.086204112
人口 -5.67265E-07 -11.0213189 -6.68244E-07 -4.66286E-07 -7.0005E-07 -4.3448E-07













係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 0.94225386 35.75061089 0.890954181 0.99355354 0.87479604 1.009711681
人口 -4.77338E-08 -0.3654938 -3.03961E-07 2.08493E-07 -3.84666E-07 2.89199E-07














係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 0.938562581 68.22942685 0.909971263 0.967153899 0.900965699 0.976159462
人口 -4.1338E-07 -5.67915001 -5.56185E-07 -2.70574E-07 -6.01165E-07 -2.25594E-07




















替の期限は 10 年であり、経過措置を含めると 15 年である。平成の大合併において、合併
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